特許共同出願契約書
　国立大学法人岡山大学（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）は、令和○○年○○月○○日付けで甲及び乙の間で締結した「（共同研究の課題名を記入）」に係る共同研究契約書（以下「本共同研究契約」という。）第○条に基づき、甲及び乙が共同して行った発明「○○○○（甲の整理番号：OP○○○○○、乙の整理番号：○○○○）」（以下「本発明」という。）の共同出願に関し、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結するものとする。

　（権利の帰属及び持分）

第１条　甲及び乙は、本発明に係る特許を受ける権利及びこれに基づき取得する特許権（以下「本特許権等」という。）を共有するものとし、その持分は、甲○○％、乙○○％とする。
（手続及び費用）

第２条　本発明の特許出願及びこれに付随する手続並びに本特許権等の維持保全の手続は乙がこれを行うものとする。ただし、審査請求を行うとき又は拒絶理由通知を受けたとき、その他甲乙協議の上、手続することが適当と認められるときは、乙は甲と事前に協議するものとする。

２　乙は、前項の手続に要する特許庁及び特許事務所等に支払う費用について、全てを負担するものとする。

（通知）

第３条　乙は、前条第１項における手続の経過をその都度遅滞なく甲に通知しなければならない。ただし、代理人から直接甲に当該通知が行われるよう手配がされている場合はこの限りでない。
（外国出願）

第4条 甲及び乙は、本発明について外国出願を行おうとするときは、その取扱いについ
　て別途協議の上、定めるものとする。
（特許権等の実施）

第５条　本特許権等の実施に関しては、別途甲乙間で実施許諾契約（不実施補償契約）を締結する。
２　甲は乙に独占的通常実施権を付与するものとし、その対価として、一時金及び不実施補償にかかる実施料を甲に支払うものとする。
３　甲から乙に実施許諾したにもかかわらず、乙が実施許諾の日から３年間、本特許権等を実施しなかった場合、乙は甲に対し、相当の対価を支払うものとする。
（持分譲渡）
第６条　甲及び乙は、本特許権等にかかる自己の権利持分を他の契約当事者に譲渡することができる。ただし、甲の権利持分を乙に譲渡する場合は有償とする。
２　甲及び乙は、事前に他の契約当事者の同意を得た上で、本特許権等にかかる自己の権利持分を第三者に譲渡することができる。
（契約の有効期間）

第７条　本契約の有効期間は、本契約締結日から本発明に基づき取得した特許権の存続期間満了日までとする。ただし、次の各号の一に該当したときは、その該当する日に終了するものとする。

　一　本発明の特許出願のすべてについて拒絶の査定若しくは審決が確定したとき

　二　本発明に基づいて取得した特許の無効の審決が確定したとき

　三　甲又は乙が、自己の持分を放棄したとき又は第三者に譲渡したとき
（協議）

第８条　本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲乙協議の上、定めるものとする。
　この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲及び乙記名押印の上、それぞれ１通を保管するものとする。

　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　（甲）岡山県岡山市北区津島中一丁目１番１号

                              国立大学法人岡山大学
　　　　　　　　　　　　　　　　学長　那須　保友
　　　　　　　　　　　　（乙）○○○○○○○○○○○○
○○○○株式会社
○○○○　○○　○○
